鹿島市訓令甲第６号

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　市長は、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業実施要綱（令和元年訓令甲第５号。以下「実施要綱」という。）に基づき、農業者又は農業者の組織する団体（以下「補助事業者」という。）が行う鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業（以下「補助事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付することとし、その補助金の交付については、鹿島市補助金交付規則（昭和４７年規則第９号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。

（交付対象経費及び補助率等）

第２条　補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率は、別表のとおりとする。

２　補助事業者は、自己又は組織の構成員等が、次の各号のいずれにも該当する者であってはならない。

⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
⑵　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
⑶　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
⑷　自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
⑸　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
⑹　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
⑺　暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを利用している者
３　補助事業者は、前項第２号から第７号までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人であってはならない。

４　補助事業者は、市税の滞納がないこと。

（交付申請）

第３条　規則第４条第１項に規定する補助金交付申請書は、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）のとおりとする。

２　補助事業者は、前項の補助金交付申請書を提出するに当たって、当該補助事業に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「仕入控除税額」という。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において仕入控除税額が明らかでない事業実施主体に係る部分については、この限りでない。

３　補助事業者は、第１項の補助金交付申請書に市税の滞納のない証明書を添えて市長に申請するものとする。
４　第１項の補助金交付申請書の提出期限は、市長が別に定める日とし、その提出部数は１部とする。
　（交付決定）

第４条　市長は、補助金交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、速やかに交付の決定をし、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によりその決定の内容及びこれに付した条件を、補助事業者に通知しなければならない。
２　市長は、前項の場合において必要があるときは、補助金交付の申請に係る事項につき、修正を加えて補助金交付の決定をすることができる。
３　市長は、第１項の調査の結果により補助金を交付することが不適当と認めたときは、速やかに補助事業者に対してその旨を通知しなければならない。
（交付条件）
第５条　規則第６条の規定により、補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。

⑴　規則及びこの要綱の規定に従うこと。

⑵　補助事業の内容を変更する場合においては、市長の承認を受けること。ただし、補助金額に変更のない場合で、別表に掲げる対象経費の３０％以内の増減及び事業実施主体の変更以外の変更については、この限りでない。

⑶　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。

⑷　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。

⑸　補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を整備し、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管すること。

⑹　天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部若しくは一部を継続する必要がなくなった場合又は補助事業者が補助事業に要する経費のうち補助金によって賄われる部分以外の部分を負担することができず、若しくはその他の理由により補助事業を遂行することができない場合（補助事業者の責に帰すべき事情による場合を除く。）は、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがあること。

２　前項第２号の規定により、市長に変更の承認を受けようとする場合の変更承認申請書は、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金変更承認申請書（様式第３号）のとおりとする。

３　市長は、前項の規定による補助金変更承認申請を受理したときは、変更内容を審査し、規則第５条の規定による決定を変更することができるものし、その決定を鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金変更決定通知書（様式第４号）により通知する。

（実績報告）

第６条　補助事業者は、事業が完了した場合は、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業実績報告書（様式第５号）（以下「実績報告書」という。）を市長に提出しなければならない。

２　第３条第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出するに当たって仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

３　第３条第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした補助事業者は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により仕入控除税額が確定した場合は、その金額（前項の規定により減額した補助事業者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて当該金額に相当する補助金を返還しなければならない。

４　第１項の実績報告書の提出期限は、補助事業完了後３０日以内又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日とし、その提出部数は１部とする。
　（補助金の額の確定）
第７条　市長は前条の規定により提出された実績報告書の審査を行い、補助金の決定内容に適合すると認めたときは、補助額を確定し、補助事業者に鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付額確定通知書（様式第６号）を通知するものとする。

（補助金の交付）

第８条　市長は、前条の規定により補助金の額を確定した後に補助金を交付するものとする。ただし、特に必要があると認められる場合には、補助金の交付決定後に概算払いをすることができる。

２　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。

（補則）

第９条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。
附 　則

この要綱は、公布の日から施行し、平成３１年度分の補助事業から適用する。

　　　附　則（令和４年訓令甲第１６号）
　（施行日）
１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
　（経過規程）
２　この要綱による改正前の各要綱に規定する様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

別表（第２条関係）
	対象経費
	補助率及び補助金上限額

	補助事業者が実施要綱第３条の規定により行う以下に掲げる基盤整備等に要する経費
１．基盤整備
２．土壌改良
	１／２以内（10ａ当り、65,000円を上限とする）
事業実績額（10ａ当り、10,000円を上限とする）


　　　　　　　　　　　※千円未満は切捨てとする。
様式第１号（第３条関係）

年　　月　　日
　鹿島市長　　　　　　　　　様
補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　
（団体にあっては代表者）
鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付申請書
下記のとおり鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業を実施したいので、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金　金　　　　　　円を交付されるよう、鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第３条の規定により、関係書類を添えて申請します。
なお、私は、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第２条第２項及び第３項に規定するもの（暴力団等）に該当していないことを誓約します。また、このことについて、関係機関に照会されることについて同意します。
記

１　事業の目的

２　事業計画（実績）

	地区名
	取　組　等
	農　振

農用地

区　分
	実　施　面　積（a）
	
	基　盤　整　備　等

	
	ほ場

番号
	課税

適用
	ほ場

利用
	栽培

作物
	
	田
	畑
	樹
	合計
	
	
	施行
	総事業費
	補助率
	補助金

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　課税適用は【本課税・簡易課税・適用なし】のいずれかを記入する。

　　本則課税者は請負額や購入資材、レンタル料等費用は消費税抜き価格とする。
３　経費の配分及び負担区分

（単位：円）

	区分
	総事業費
	負担区分
	備考

	
	
	市　費
	その他
	

	
	(Ａ)＋(Ｂ)
	(Ａ)
	(Ｂ)
	

	鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


４　収支予算（精算）

⑴　収入の部

（単位：円）

	区分
	本年度予算額

(本年度精算額)
	前年度予算額

(本年度予算額)
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	市　　　費
	
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


⑵　支出の部

（単位：円）

	区分
	本年度予算額

(本年度精算額)
	前年度予算額

(本年度予算額)
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


５　事業完了（予定）年月日

　　　　年　　月　　日
６　添付書類
　　市税の滞納のない証明書
様式第２号（第４条関係）

第　　　　　号　　

　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　　　　印　　

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付決定通知書
年　　月　　日付けをもって申請のあった鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金について、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記

1　補助事業名　　　　　鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業
2　補助内示金額　　金　　　　　　　円
3　補助金交付予定時期　　　　年　　月

4　補助条件

　⑴　補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けるべきこと。

　⑵　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるべきこと。

　⑶　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けるべきこと。

　⑷　この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下げをすることができる期間は、この交付決定通知書受領の日から　　　日以内とする。

　⑸　その他鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱の規定を遵守すること。
様式第３号（第５条関係）
年　　月　　日
　鹿島市長　　　　　　　　　様
補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　
（団体にあっては代表者）

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金変更承認申請書
　　　年　　月　　日付け　　　第　　号で補助金交付決定の通知があった　
鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業について、下記により事業の内容及び経費の配分を変更し、〔金　　　　　　　円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第５条第２項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　変更の理由
２　変更の内容

（注）

１　金額の変更がない変更申請の場合は、〔　　　　　〕の部分は削除すること。

２　変更の内容は、補助金交付申請書に準じて、変更前の事業の内容及び経費の配分と、変更後の事業の内容及び経費の配分とを比較できるように記載すること。
様式第４号（第５条関係）

第　　　　　号　　

　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　　　　印　　

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金変更決定通知書

　　年　　月　　日付けをもって申請のあった鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業の変更については、申請のとおりこれを承認し、鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金については、鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第５条第３項の規定により、　　年　　月　　日付　　第　　号による交付決定の一部を下記のとおり変更したので通知します。

記

１　補助事業名　　　　　鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業
２　補助金の額　　金　　　　　　　　円

　　　　　　　　　 （今回増加（減少）額　　　　　　　円）

３　補助金交付予定時期　　　年　　　月
４　補助条件

　⑴　補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けるべきこと。

　⑵　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるべきこと。

　⑶　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けるべきこと。

　⑷　この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下げをすることができる期間は、この交付決定通知書受領の日から　　　日以内とする。

　⑸　その他鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱の規定を遵守すること。
様式第５号（第６条関係）

年　　月　　日
　鹿島市長　　　　　　　　　様
補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　
（団体にあっては代表者）

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業実績報告書
　　年　　月　　日付け　　第　　号で補助金交付決定の通知があった鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業について、下記のとおり事業を実施したので、鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
１　事業の成果

（注）　記以下は、補助金交付申請書の様式に準じて作成すること。
様式第６号（第７条関係）
第　　　　　号　　

　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　　　　印　　

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付額確定通知書

年　　月　　日付けをもって実績報告のあった鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金について、下記のとおり交付額を確定したので通知します。

記
　　　　補助金確定額　　金　　　　　　　　円
様式第７号（第８条関係）

年　　月　　日
　鹿島市長　　　　　　　　　様
補助事業者

住所

氏名　　　　　　　　　　　印
（団体にあっては代表者）

鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付請求書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号で額の確定通知（補助金交付決定の通知）があった鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金について（のうち）、下記金額を交付されるよう鹿島市補助金交付規則及び鹿島市中山間地休耕田等利用促進事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定により請求します。
記
	請求額
	金　　　　　　　　　　　円

	内訳
	確定額（交付決定額）
	金　　　　　　　　　　　円

	
	交付済額
	金　　　　　　　　　　　円

	
	今回請求額
	金　　　　　　　　　　　円

	
	残      額
	金　　　　　　　　　　　円


	振込先

	金融機関名
	
	支店名
	

	預金種別
	
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


（注）　「概算払」で交付する場合は括弧書きによる。

